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平成 24 年 3月 2 日 

 
包括利益の表示 

（単体財務諸表への適用） 
 

１．単体財務諸表での包括利益の表示等についてのこれまでの検討状況 

 第 235 回委員会（平成 24 年 1 月 10 日）では、今後の進め方（案）として、包括利益

の表示の単体財務諸表への適用については、市場関係者の中から強い懸念が表明され

ており、改正を図ることのコンセンサスが十分には得られていないと考えられるため、

「当面、現状を維持し、単体についての包括利益の表示は行わないこととしてはどう

か1」、という提案を行っている。現在、この提案に沿って、検討を進めている。 

 第 237 回委員会（平成 24 年 2 月 2日）では、上記を踏まえ、以下の派生論点について

審議を行った。 

・単体財務諸表における包括利益の任意の表示を認めるか否か。 

・単体財務諸表における包括利益に関する情報（その他の包括利益の内訳と包括

利益の金額。以下、同様）の注記を求めるか否か。 

 なお、連結財務諸表非作成会社への対応についても検討事項として掲げた。 

 また、その他の論点として、包括利益計算書の名称の変更についても検討を行った。 

 

 本日は、単体財務諸表での包括利益の表示等に関する上記の点について、引き続き、

検討を進めることとしたい。 

 

 

 

                                                  
1 単体財務諸表の本表での包括利益の表示することへの懸念として、次のような意見が聞かれる。 
①単体の当期純利益は分配可能額の計算や課税所得計算の基礎となる等、他の制度に与える影響が大
きい。よって、②の状況も踏まえると、単体において包括利益を表示することについてはより慎重
に対応する必要がある。 
②包括利益は、表示の問題にとどまらず、リサイクリングや利益概念に密接に関係する問題である。
IFRS ではその他の包括利益におけるノンリサイクリング処理が複数定められており、当期純利益の
内容が変質してきている可能性がある。よって、リサイクリングの問題を整理することなく、単体
に包括利益を表示すべきではない。 
③連結における開示は 2011 年 3 月期から開始されたばかりで日も浅く、現状では、投資家の視点か
ら包括利益及びその他の包括利益がどのような意味を持つのか十分に評価が行われていない。 

  一方、単体財務諸表の本表で包括利益を表示することを支持するものとして、次のような意見が聞かれ
る。 
①連結、単体の比較分析上、単体財務諸表の包括利益の表示は有用である。 
②貸借対照表との連携が改善する観点、リスクの変動情報を充実する観点から、連結と同様に、単体
も包括利益の表示は有用である。 
③リサイクリングや利益概念に密接に関係するという意見があるが、包括利益の問題は、基本的には
表示の問題である。 
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２．単体財務諸表における包括利益の任意の表示について 

 

案 1：単体財務諸表の本表での包括利益の任意の表示を認めることを規定しない。 

案 2：単体財務諸表の本表で包括利益を任意で表示することを認める。 

案１の根拠 案 2の根拠 

① 単体財務諸表における対応のコンセン

サスが十分には得られていない中では、

任意であっても認めるべきではない。 

② 仮に複数の基準で任意の計上を容認す

ることとなった場合、比較可能性が著し

く損なわれるおそれがあるのは適切で

はない。 

③ 単体財務諸表は他の関連諸制度にも広

範な影響を与える可能性があるため、任

意での包括利益の表示を認めると、混乱

が生じるおそれがある。 

④ 単体財務諸表の包括利益情報(その他の

包括利益の内訳と包括利益金額)は、現

行の財務諸表からも集計することは可

能である。 

⑤ 財務諸表作成者においてリサイクリン

グや利益概念に対する懸念が解消され

ておらず、包括利益の持つ意味が経営者

にとっても十分に評価が行われていな

い状況等を踏まえると、単体財務諸表の

本表での包括利益の任意表示も慎重に

対処すべきである。 

⑥ 単体財務諸表における包括利益の表示

については、同時に検討を進めている退

職給付(ステップ1)と共通の考え方2に

沿った対応とすべきである。 

⑦ 任意での表示を認めた場合、貸借対照表

上、「その他の包括利益累計額」で表示

する会社と「評価換算差額等」で表示す

① 単体財務諸表は連結財務諸表を理解す

るために利用されることが多く、連単の

比較可能性の観点からは、連結と同じ表

示方法を任意で採用することを妨げる

必要はない。 

② 財務諸表利用者の情報ニーズに応える

ために、IR上、単体でも包括利益を表示

する財務諸表作成者のニーズがある可

能性がある。 

 

                                                  
2 退職給付（ステップ１）における未認識項目の負債計上に係る単体財務諸表の取扱いでは、任意での計
上を認めることや、金額情報の注記を求めるのは適切でないでことが提案されている。 
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案１の根拠 案 2の根拠 

る会社が混在することになり、混乱を生

じさせる可能性がある。 

（注）第 237 回委員会（平成 24 年 2 月 2日）の意見も反映している。 

 

 第237回委員会（平成24年2月2日）の審議では、上記の論拠や現下の状況を踏まえて案

1を支持する意見が多くみられた。また、単体財務諸表の包括利益に係る主な情報(そ

の他の包括利益の内訳と包括利益金額)は現行の株主資本等変動計算書3から集計する

ことは可能であり、現在検討中の退職給付(ステップ1)と共通の考え方に沿った対応と

すべきである。 

 これらのことを総合的に勘案して、「案１：単体財務諸表の本表での包括利益の任意の

表示を認めることを規定しない」ことでどうか。 

                                                  
3 連結財務諸表上、連結株主資本等変動計算書では、少数株主に帰属する部分は、少数株主損益と合わせ
て少数株主持分の当期変動額として記載されているため、連結包括利益計算書により、少数株主に帰属す
る部分を含むその他の包括利益の内訳が把握できることになった。 
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３．単体財務諸表における包括利益に関する情報（その他の包括利益の内訳と包括利益の

金額。以下、同様）の注記について 

 

 本論点は、「２．単体財務諸表における包括利益の任意の表示について」で案 1の場合に

は全ての会社が検討対象となり、案 2 の場合には本表での包括利益の表示を任意適用しな

い会社が検討対象となる。 

 

案 A：包括利益に関する情報の注記を求めない。 

案 B：包括利益情報の注記を求める。 

案 Aの根拠 案 Bの根拠 

２案 1 での①③⑥と同様  本表で差はあるものの、注記により連単

の比較可能性が補完できる。 

 仮に２案2（単体財務諸表の本表で包括

利益を任意で表示することを認める。）

とした場合、任意適用した会社としない

会社の情報開示の整合性を図ることが

できる。 

 

（注）第 237 回委員会（平成 24 年 2 月 2日）の意見も反映している。 

 

 第237回委員会（平成24年2月2日）の審議では、前述の案1と同様の理由から、案Aを支

持する意見が多くみられた。また、前述したように、単体財務諸表上の包括利益金額

とその他の包括利益の内訳に相当するものは現行の株主資本等変動計算書から集計す

ることが可能であり、現在検討中の退職給付(ステップ1)と共通の考え方4に沿った対応

が必要と考えられる。以上のことから、「包括利益に関する情報の注記を求めない（案

A）」ことでどうか。 

 

(案 1 及び案 Aに基づく基準案のイメージ) 

本会計基準の個別財務諸表への適用については、当面の間、行わないこととす

る。 

 

連結財務諸表非作成会社への対応5 

 連結財務諸表作成会社において上記の対応をとったと仮定した場合、企業間の比較可能

                                                  
4 従来から、連結財務諸表を作成している会社については、退職給付に関する詳細な開示は連結ベースの
み求められており、単体では要しないとされている。 
5上場会社のうち、約 510 社が連結財務諸表非作成会社である。 
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性を図る観点から、連結財務諸表非作成会社については、退職給付(ステップ1)と同じよう

に6、注記情報として、連結財務諸表作成会社と同様の包括利益に関する情報(包括利益金額、

その他の包括利益の内訳、注記情報である組替調整額や税効果額)を提供すべきであるとい

う考え方がある。 

しかし、市場関係者の中から単体財務諸表上の取扱いについて表明されている懸念は、

連結財務諸表非作成会社にも当てはまるものである。また、主要な包括利益情報は現行の

株主資本等変動計算書から集計することが可能であるため、比較可能性が著しく損なわれ

る状況にはないとも考えられる7。 

これらの点を勘案し、連結財務諸表非作成会社に対しては、現段階では特段の対応を行

わないことでどうか。 

 
  

                                                  
6連結財務諸表を作成していない有価証券報告書提出会社は、財務諸表等規則に基づき、単体財務諸表の注
記事項として未認識項目の残高を従来から開示している。この点を踏まえ、退職給付(ステップ 1)では、
連結財務諸表非作成会社へは特段の対応は不要とする方向で検討が進められている。 
7連結財務諸表の注記として求められる、その他の包括利益の内訳別の組替調整額や税効果額の情報は、株
主資本等変動計算書からは把握できないため、この部分について連結財務諸表非作成会社に注記を求める
かどうか、情報ニーズを勘案して判断すべきであるという意見もある。 
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４．その他の論点の検討（包括利益計算書の名称の変更について） 

 IASB は、昨年 6 月、IAS 第 1 号を改訂した際、包括利益がより重要な指標であるという

誤解を避けるために包括利益計算書の名称を変更した。この点を踏まえ、前回の審議に引

き続き、包括利益の表示に関する会計基準で規定している「損益及び包括利益計算書」や

「包括利益計算書」の名称を変更すべきか、検討を行うこととしたい。 

 

(第 237 回委員会（平成 24 年 2 月 2日）の主な意見) 

・純損益の重要性を明確にする意味から「純損益及びその他の包括利益計算書」に変更す

ることも考えられる。 

・ボトムラインの包括利益だけが業績を表すものであるという誤解を解くためにも、長期

的な観点から、名称の変更を検討すべきである。 

・「損益計算書」の名称は多方面で使用され、様々な法制度に影響を与えるため、「損益計

算書」という名称は変更しないことを前提に、どのような名称が適当か検討すべきであ

る。 

 

改訂 IAS 第 1 号「財務諸表の表示」を参考にした対応としては、例えば、以下の案が考え

られる。 

現行の会計基準上の名称を踏襲する案も含め、どの案が適当と考えられるか。 

 案1 
(現行会計基準) 

案2 案3 (参考) 

改訂IAS第1号 

１計算

書方式 
・損益及び包括利

益計算書 
・損益及びその他

の包括利益計算

書 

・損益及びその他

の包括利益計算

書 

・純損益及びその

他の包括利益計

算書 
２計算

書方式 
・損益計算書 ・損益計算書 ・損益計算書 ・純損益計算書 
・包括利益計算書 ・その他の包括利

益計算書 
・損益及びその他

の包括利益計算

書 

・純損益及びその

他の包括利益計

算書 
   (注)IFRS では、これ以外の名称を使用することができるとしている。例えば、「純損益及びその

他の包括利益計算書」に代えて、「包括利益計算書」という表題を使用することもできる。

なお、米国基準では、「包括利益計算書」という名称を使用している。 

（案 1(現行を踏襲)の根拠） 

 改訂前の IAS 第 1 号の 1計算書方式は「包括利益計算書」という名称であったが、ASBJ

では、当期純損益の重要性を意識して「損益及び包括利益計算書」という名称を採用

した経緯がある。 

 会計基準を公表してから約 1 年半程度しか経過しておらず、名称を変更することによ

り、関係規則の変更をもたらすこととなり、結果的に、実務にも影響を及ぼす可能性
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がある8。 

 

（案 2の根拠） 

 1 計算書方式における名称が IFRS（改訂 IAS 第 1 号）での名称とほぼ整合する。 

 2 計算書方式における名称が、単純に 1計算書方式の名称を 2つに分けた形となってい

ることから、1計算書方式と 2計算書方式との関係がわかりやすい。 

 

（案 3の根拠） 

 計算書の名称が IFRS（改訂 IAS 第 1 号）での名称とほぼ整合する。 

 

<各案の比較検討> 

 1 計算書方式の名称については、案 1では、損益と包括利益を計算するものであること

を示しているが、案 2と案 3は、2つの構成部分である損益とその他の包括利益を表題

とすることにしている。「計算書」という名称を踏まえ、案 2と案 3で用いられている

名称より案 1の現行の「損益及び包括利益計算書」で良いのではないか。 

 2 計算書方式の名称については、第 1の計算書の「損益計算書」という名称は多方面で

使用され、様々な法制度に影響を与えるため、名称変更はしないことを前提にすると、

第 2 の計算書の名称が検討対象となる。第 2 の計算書は、少数株主損益調整前当期純

利益にその他の包括利益の内訳項目を加減して包括利益を計算しており、その他の包

括利益の合計額を計算しているわけではないため、案 2の「その他の包括利益計算書」

という表現は、計算書の内容と必ずしも合致しないと考えられる。また、案 3 のよう

に 1 計算書方式と同じ名称を使用することは、記載内容が異なることから、混乱を生

じさせる可能性もある。したがって、計算書の内容との合致という観点からは、案 1

の現行の「包括利益計算書」で良いのではないか。 

以 上 
 

                                                  
8 連結財務諸表規則、中間連結財務諸表規則、四半期連結財務諸表規則、銀行法施行規則、信用金庫法施
行規則、協同組合による金融事業に関する法律施行規則、保険業法施行規則、金融商品取引業等に関する
内閣府令、労働金庫法施行規則、経済産業省・財務省・内閣府関係株式会社商工組合中央金庫法施行規則
に少なくとも影響をもたらす。 
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